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1.　概　　　　況

総　括　事　項

(2)　議会議決事項

（平成28年３月29日）

1． 平成28年度大阪市中央卸売市場事業会計予算

平成28年９月16日

1.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

2． 経営の健全化の完了について（中央卸売市場事業）

平成28年10月19日

1． 平成27年度大阪市中央卸売市場事業会計決算報告について

平成29年３月28日

1． 平成29年度大阪市中央卸売市場事業会計予算

2． 大阪市財産条例等の一部を改正する条例

  (4)職員に関する事項(3)　職員に関する事項

依然として、多額の累積欠損金を計上しているなど厳しい収支状況であることから、今後とも、民間活力を最

円滑な運営に努める所存であります。

大限活用しながら、より一層の事業経営の効率化を図るとともに、本場、東部市場の整備充実を図り、市場の

億 万 円を含めて 億 万 円となりました。費用は、光熱水費の減少などにより 億 万

円となり、差引 億 万 円の損失となっております。これに、前年度からの繰越欠損金 億 万

5,760円を合わせますと、当年度末の未処理欠損金は353億4,407万9,313円となりました。

平成28年度大阪市中央卸売市場事業報告書

本市の中央卸売市場事業は、近年の流通環境の変化等に対応し、生鮮食料品の円滑な供給と価格の安定を通じ

て市民の消費生活の向上に寄与するべく努めてまいりました。

平成28年度は、本場の大規模低温貯蔵庫内部改修工事や東部市場の中央監視装置改修工事等を実施しました。

本年度の経営収支につきましては、電気維持料等の雑収益の減少などにより、収益は一般会計からの補助金

1． 平成29年３月末日における職員の在籍人員は79名で、すべて損益勘定所属人員であります。
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2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

数　量 決　算　額

円

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)　主な保存工事

数　量 決　算　額

円

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

建 物 附 属 設 備 等
改 良 工 事

　卸売場棟外防水改修工事

電 気 設 備 等
改 良 工 事

　自動火災報知設備等改修工事設計業務委託

　中央監視装置改修工事

　発泡スチロール処理設備改修工事設計業務委託

種 別

電 気 設 備 等
改 良 工 事

電 気 設 備 等
改 良 工 事

計

機 械 器 具 そ の 他

そ の 他

備 考

種 別

　大規模低温貯蔵庫内部改修工事

本 場 施 設 整 備 事 業

建 物 附 属 設 備 等
改 良 工 事

東 部 市 場 施 設 整 備 事 業

電 気 設 備 等
改 良 工 事

　光ケーブル設置工事に係る設計業務委託

建 物 附 属 設 備 等
改 良 工 事

　冷蔵庫棟解体跡地舗装工事

建 物 附 属 設 備 等
改 良 工 事

　鍵管理設備改修工事に係る設計業務委託

備 考

本 場 エ レ ベ ー タ ー ・
エ ス カ レ ー タ ー 補 修 工 事

本 場 市 場 東 棟
量 水 器 取 替 工 事

本 場 通 路 舗 装
そ の 他 補 修 工 事

東 部 市 場
各 所 改 修 工 事

東 部 市 場 電 力 量 計
取 替 工 事

東 部 市 場 仲 卸 売 場 棟 等
エレベーター設備補修工事

料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

福利厚生施設

荷さばき所Ａ

１平方メートルにつき １月

荷さばき所Ｂ

1．使用料の適正化を図るため平成26年４月１日に大阪市中央卸売市場業務条例の一部を改正し、これに基づき、

ア． 卸売業者市場使用料　　売場使用料 東部市場 １平方メートルにつき １月 325円

 平成28年４月１日から使用料を次のとおり改定しました。

東部市場 １平方メートルにつき １月 2,310円

ウ． 関連事業者営業所使用料 東部市場

イ． 仲卸業者市場使用料　　売場使用料 東部市場 １平方メートルにつき １月 1,904円

１平方メートルにつき １月 2,600円

エ． 事務所使用料　

１平方メートルにつき １月 614円東部市場オ．

カ． 荷さばき所使用料 東部市場

供するものに限る。）使用料

（ 食 堂 の 用 に

東部市場 １平方メートルにつき １月 1,195円ク． 倉庫使用料

１平方メートルにつき １月 388円

１平方メートルにつき １月 1,276円キ． 加工施設使用料 東部市場

屋根のないもの

サ． 空地使用料 １平方メートルにつき １月 278円

東部市場 １平方メートルにつき １月 2,259円ケ． 冷蔵庫使用料　

777円

低温化設備Ｃ １月 1,710,823円ス． 低温化設備使用料　

東部市場 １平方メートルにつき １月 163円シ． 冷暖房設備使用料

１平方メートルにつき １月 650円

コ． 駐車場使用料 東部市場

東部市場

屋根のあるもの

１平方メートルにつき １月 906円
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(2)　事業収入に関する事項

円 ％ 円 ％ 円

△

△

△

△

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

　

円 ％ 円 ％ 円

△

△

△

△

△計

売 上 高 割 使 用 料

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

一 般 会 計 補 助 金

受取利息及び配当金

引 当 金 戻 入

経 費

人 件 費

雑 収 益

施 設 使 用 料

特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 費 用

計

営 業 外 収 益

営 業 収 益

区 分

区 分

差 引 増 △ 減

差 引 増 △ 減

本 年 度 前 年 度

本 年 度 前 年 度

3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

営業日数

本年度265日   

前年度269日   

青 果 物

水 産 物 △ 3,705,045 △ 3.5
( △ 8,084 ( △ 2.1

つ け 物 △ 12,459 △ 5.8
( △ 35 ( △ 4.4

乾 物

魚肉入加工品
及び冷凍食品

青 果 物

水 産 物 △ 1,026,507 △ 2.3
( △ 1,379 ( △ 0.8

つ け 物 △ 380,586 △ 27.3
( △ 1,359 ( △ 26.2

魚肉入加工品 △ 282,956 △ 12.5
及び冷凍食品 ( △ 940 ( △ 11.1

年度末現在
( 推計人口 ( 推計人口

(注) （　）内は、１日平均を示す。

取 扱 高

本 場

東 部 市 場

区 分

開 設 区 域 人 口

人人

千円 千円

本 年 度 前 年 度

人

備 考

千円 ％

差                    引

増 △ 減 比 率
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(2)　事業収入に関する事項

円 ％ 円 ％ 円

△

△

△

△

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

　

円 ％ 円 ％ 円

△

△

△

△

△計

売 上 高 割 使 用 料

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

一 般 会 計 補 助 金

受取利息及び配当金

引 当 金 戻 入

経 費

人 件 費

雑 収 益

施 設 使 用 料

特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 費 用

計

営 業 外 収 益

営 業 収 益

区 分

区 分

差 引 増 △ 減

差 引 増 △ 減

本 年 度 前 年 度

本 年 度 前 年 度

3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

営業日数

本年度265日   

前年度269日   

青 果 物

水 産 物 △ 3,705,045 △ 3.5
( △ 8,084 ( △ 2.1

つ け 物 △ 12,459 △ 5.8
( △ 35 ( △ 4.4

乾 物

魚肉入加工品
及び冷凍食品

青 果 物

水 産 物 △ 1,026,507 △ 2.3
( △ 1,379 ( △ 0.8

つ け 物 △ 380,586 △ 27.3
( △ 1,359 ( △ 26.2

魚肉入加工品 △ 282,956 △ 12.5
及び冷凍食品 ( △ 940 ( △ 11.1

年度末現在
( 推計人口 ( 推計人口

(注) （　）内は、１日平均を示す。

取 扱 高

本 場

東 部 市 場

区 分

開 設 区 域 人 口

人人

千円 千円

本 年 度 前 年 度

人

備 考

千円 ％

差                    引

増 △ 減 比 率
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4． 会　　　　計

(1)　企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

(注)　当年度発行額及び当年度償還額の上段（　）書きは、企業債の借替額を含まない。

2． 一時借入金

 な　　し

5． そ　 の　 他

(1)　一般会計補助金の使途について

しました。

業者の指導監督経費等一般会計負担分 円については、企業債利息等の課税仕入れ以外

に 円（特定収入以外）、委託料等の課税仕入れに 円（特定収入）、それぞれ充当

種 類 前年度末残高 当年度発行額 当年度償還額 当年度末残高

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

証 券 発 行 債

（一時借入金限度額 18,000,000,000円)

そ の 他 借 入 金

財 務 省 借 入 金

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金
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円

円

円

△

経 常 利 益

雑 支 出

繰 延 勘 定 償 却

営 業 外 費 用

長期前受金戻入

引 当 金 戻 入

その他特別損失

当年度未処理欠損金

前年度繰越欠損金

特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 損

当 年 度 純 損 失

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

平成28年度大阪市中央卸売市場事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

一般会計補助金

雑 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

資 産 減 耗 費

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

売上高割使用料

営 業 損 失

施 設 使 用 料

雑 収 益

市 場 管 理 費

減 価 償 却 費

4． 会　　　　計

(1)　企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

(注)　当年度発行額及び当年度償還額の上段（　）書きは、企業債の借替額を含まない。

2． 一時借入金

 な　　し

5． そ　 の　 他

(1)　一般会計補助金の使途について

しました。

業者の指導監督経費等一般会計負担分 円については、企業債利息等の課税仕入れ以外

に 円（特定収入以外）、委託料等の課税仕入れに 円（特定収入）、それぞれ充当

種 類 前年度末残高 当年度発行額 当年度償還額 当年度末残高

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

証 券 発 行 債

（一時借入金限度額 18,000,000,000円)

そ の 他 借 入 金

財 務 省 借 入 金

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金
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平 成 28 年 度 大 阪 市 中 央 卸

（平成28年４月１日から

剰

再 評 価
積 立 金

円 円 円
前 年 度 末 残 高

当 年 度 末 残 高

処 分 後 残 高

出 資 金 の 受 入

当 年 度 純 損 失

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額

資　      　　本　　   　  　剰　　     　　余　 　     　金

国 庫 補 助 金

資 　 本  　金
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平 成 28 年 度 大 阪 市 中 央 卸

（平成28年４月１日から

剰

再 評 価
積 立 金

円 円 円
前 年 度 末 残 高

当 年 度 末 残 高

処 分 後 残 高

出 資 金 の 受 入

当 年 度 純 損 失

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額

資　      　　本　　   　  　剰　　     　　余　 　     　金

国 庫 補 助 金

資 　 本  　金

平 成 28 年 度 大 阪 市 中 央 卸 売 市 場 事 業 剰 余 金 計 算 書

平成29年３月31日まで）

余 金

資 本 剰 余 金 未 処 理 利 益 剰 余 金
合 計 欠 損 金 合 計

円 円 円 円
△ △

(繰越欠損金)
△ △

△ △

△ △ △

(当年度未処理欠損金)
△ △

資 　本　 合　 計資　      　　本　　   　  　剰　　     　　余　 　     　金 利　　 　益　 　　剰　　 　余　 　　金
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円 円 円

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

平成28年度大阪市中央卸売市場事業欠損金処理計算書

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 理
欠 損 金

当 年 度 末 残 高

(繰越欠損金) 

△

△
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円 円 円

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

平成28年度大阪市中央卸売市場事業欠損金処理計算書

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 理
欠 損 金

当 年 度 末 残 高

(繰越欠損金) 

△

△

円

円

△

△

△

△

△

工具､器具及び備品

△

△

円

△

円

△

ホ

ニ

ハ

ロ

ロ

イ

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

ヘ

イ

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

企 業 債 発 行 差 金

資 産 合 計

繰 延 勘 定 合 計

投資その他の資産

現 金 ・ 預 金

短 期 貸 付 金

貯 蔵 品

保 管 有 価 証 券

未 収 金

固 定 資 産 合 計

 繰   延   勘   定

 流   動   資   産

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 帯 設 備

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

平成28年度大阪市中央卸売市場事業貸借対照表

（平成29年３月31日）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

建 物

土 地

 固   定   資   産

有 形 固 定 資 産

イ

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

ト

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

上 下 水 道 利 用 権

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

リ

チ

ニ

ハ
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円

円

△

円

△ 34,077,907,008

負 債 資 本 合 計

再 評 価 積 立 金

国 庫 補 助 金

当年度未処理欠損金

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

イ

ロ

イ

 繰   延   収   益

預 り 金

資 本 剰 余 金

企 業 債

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

欠 損 金

 剰 余 金（欠損金）

負　　　　　　　　　債　　　　　　　　　の　　　　　　　　　部

 資     本     金

資　　　　　　　　　本　　　　　　　　　の　　　　　　　　　部

 固   定   負   債

 流   動   負   債

引 当 金

未 払 金

リ ー ス 債 務

引 当 金

リ ー ス 債 務

企 業 債

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

平成 年度大阪市中央卸売市場事業キャッシュ・フロー計算書

　当年度純損失（△） △

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー
円

　繰延勘定償却

　減価償却費

　過年度損益修正損

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入額 △

　受取利息及び受取配当金 △

　有形固定資産除却費

　支払利息

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　破産更生債権等の増減額（△は増加） △

　貯蔵品の増減額（△は増加）

　未収金の増減額（△は増加）

　預り金の増減額（△は減少）

　未払金の増減額（△は減少） △

　小計

　利息の支払額 △

　利息及び配当金の受取額

　業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △

　短期貸付金の増減額（△は増加） △

財務活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー △

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

　他会計からの出資による収入

　リース債務の返済による支出 △

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高

資金増加額（又は減少額） △

資金期末残高
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平成 年度大阪市中央卸売市場事業キャッシュ・フロー計算書

　当年度純損失（△） △

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー
円

　繰延勘定償却

　減価償却費

　過年度損益修正損

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入額 △

　受取利息及び受取配当金 △

　有形固定資産除却費

　支払利息

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　破産更生債権等の増減額（△は増加） △

　貯蔵品の増減額（△は増加）

　未収金の増減額（△は増加）

　預り金の増減額（△は減少）

　未払金の増減額（△は減少） △

　小計

　利息の支払額 △

　利息及び配当金の受取額

　業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △

　短期貸付金の増減額（△は増加） △

財務活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー △

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

　他会計からの出資による収入

　リース債務の返済による支出 △

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高

資金増加額（又は減少額） △

資金期末残高
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収       益

節 金         額 備         考

円

営 業 収 益

売上高割使用料

青 果 物 売 上 高 割
使 用 料

水 産 物 売 上 高 割
使 用 料

そ の 他 売 上 高 割
使 用 料

施 設 使 用 料

売 場 使 用 料

事 務 所 及 び
営 業 所 使 用 料

そ の 他 使 用 料

雑 収 益

電 気 維 持 料

上 下 水 道 維 持 料

そ の 他 雑 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

一般会計補助金

一 般 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

長 期 前 受 金 戻 入

引 当 金 戻 入

貸 倒 引 当 金 戻 入

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

そ の 他 雑 収 益

　　　     収　　　　　　益　　　　　　合　　　　　　計

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目

市場事業収益
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費 用

節 金 額 備 考

円

営 業 費 用

市 場 管 理 費

報 酬

給 料

手 当

共 済 費

退 職 給 付 費

報 償 費

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

原 材 料 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

款 項 目

市場事業費用
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節 金 額 備 考

円

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰 延 勘 定 償 却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

その他特別損失

費 用 合 計

款 項 目

営 業 外 費 用



節 金 額 備 考

円

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰 延 勘 定 償 却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過 年 度 損 益
修 正 損

その他特別損失

その他特別損失

費 用 合 計

款 項 目

営 業 外 費 用
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(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

－ －

－ －

－ －

合 計

そ の 他 用 地

固 定 資 産 明 細 書

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

建 物

事 務 所 建 物

施 設 用 建 物

そ の 他 建 物

建 物 付 帯 設 備

電 気 設 備

土 地

事 務 所 用 地

施 設 用 地

構 築 物

舗 装

そ の 他 構 築 物

機 械 及 び 装 置

機 械 設 備

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

－ －建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産
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年　度　末

累　　　計 償却未済高

円 円

－

－

－

－

円 円

増　加　額 減　少　額

建設仮勘定から振替 除　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　却

増　加　額 減　少　額
建設仮勘定から振替 除　　却

増　加　額 減　少　額
建設改良 建物へ振替

建物付帯設備へ振替

構築物へ振替

機械及び装置へ振替
工具、器具及び備品へ振替

固 定 資 産 明 細 書

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額
備 考

－
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(2)　無形固定資産

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高

円 円 円

合 計

(3)　投資その他の資産

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高

円 円 円

合 計

破 産 更 生 債 権 等

当　年　度　増　加　額 当　年　度　減　少　額

電 話 加 入 権

上 下 水 道 利 用 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

当　年　度　増　加　額 当　年　度　減　少　額

貸 倒 引 当 金 △ △
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(2)　無形固定資産

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高

円 円 円

合 計

(3)　投資その他の資産

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高

円 円 円

合 計

破 産 更 生 債 権 等

当　年　度　増　加　額 当　年　度　減　少　額

電 話 加 入 権

上 下 水 道 利 用 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

当　年　度　増　加　額 当　年　度　減　少　額

貸 倒 引 当 金 △ △

年　度　末　現　在　高

円 円

円 円
  増　加　額

　  未収金から振替

　増　加　額 △ 1,098,124
　　引当金の計上 △ 1,098,124

当 年 度 減 価 償 却 高 備 考

年　度　末　現　在　高 備 考

△
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回  18年度第11回公募

 公債の借替債

〃  28年度新規債

 (資本費平準化債)

第 回

 償還高のうち
 639,000,000円は
 第165回共同発行
 市場公募地方債
 に借替

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

 28年度新規債

〃
第 回 〃

〃
〃 〃

〃

〃
〃

〃
〃 〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃
年

〃 〃
〃

第 回 〃
〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

財 務 省 借 入 金

第 回 財 務 省
財政融資資金借入金

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃 〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃
〃

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場
公 募 公 債
平成 年度 第 回
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃

〃

共同発行市場

公 募 公 債
第 回 年

公 募 公 債
平成 年度 第 回

証 券 発 行 債

平成 年度

第 回

平成 年度 第 回

第 回

〃

公 募 公 債

共同発行市場
公 募 地 方 債

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

 (資本費平準化債)

〃 〃

〃
公 募 地 方 債

〃
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回  18年度第11回公募

 公債の借替債

〃  28年度新規債

 (資本費平準化債)

第 回

 償還高のうち
 639,000,000円は
 第165回共同発行
 市場公募地方債
 に借替

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

 (資本費平準化債)

 28年度新規債

〃
第 回 〃

〃
〃 〃

〃

〃
〃

〃
〃 〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃
年

〃 〃
〃

第 回 〃
〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

〃
第 回 〃

財 務 省 借 入 金

第 回 財 務 省
財政融資資金借入金

〃 〃 〃
〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃 〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃
〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃
〃

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場
公 募 公 債
平成 年度 第 回
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃

〃

共同発行市場

公 募 公 債
第 回 年

公 募 公 債
平成 年度 第 回

証 券 発 行 債

平成 年度

第 回

平成 年度 第 回

第 回

〃

公 募 公 債

共同発行市場
公 募 地 方 債

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

 (資本費平準化債)

〃 〃

〃
公 募 地 方 債

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

〃
第 回 〃

〃

第 回 〃
〃 〃 〃

〃
第 回 〃

〃

第 回 〃

第 回 〃

第 回 〃

〃
第 回 〃

〃

第 回 〃
〃

〃
〃

平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

〃

〃
平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
〃

〃 第 回

〃
〃 第 回

平成 年度 第 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金
平成 年度 第 回

〃

〃
平成 年度 第 回

〃
〃 第 回

地 方 公 共 団 体

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃
平成 年度 第 回

〃
〃 第 回

〃

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
〃

第 回 〃
〃

〃

〃
〃 第 回

〃

第 回 〃

金 融 機 構 借 入 金

〃
第 回 〃

〃 〃

〃

財政融資資金借入金
第 回 〃

第 回 財 務 省

第 回 〃

〃

〃

〃

〃
第 回 〃

〃

〃
第 回 〃

〃

〃 〃

〃

〃〃〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

 計

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

〃
〃 〃  (資本費平準化債)

〃
〃 〃

〃

平成 年度 第 回

〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃 〃
〃

銀 行 等 引 受 債
平成 年度 第 回
公 債

そ の 他 借 入 金

平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

〃
〃 第 回

〃

〃
平成 年度 第 回

〃
平成 年度 第 回

地 方 公 共 団 体
平成 年度 第 回

〃 〃
〃

〃 第 回
〃

金 融 機 構 借 入 金
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 卸　売　市　場　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円
△

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

円
うち仮受消費税

△ 及び地方消費税
円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

による繰越額

備　　　  　考
小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

予 算 額 地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額

る繰越額　　　

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

決　　　算　　　額

平　成　28　年　度　大　阪　市　中　央

(1)　収益的収入及び支出

　収       入

円 円 円
第１款

第１項

第２項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

(注)　営業外費用には、消費税及び地方消費税納付額を含む。

特 別 損 失

予 備 費

営 業 外 費 用

営 業 費 用

市 場 事 業 費 用

による支出額

24条第３項の規定
区                   分

予 算 額

地方公営企業法第

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

営 業 収 益

営 業 外 収 益

地方公営企業法第 条

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

出額に係る財源充当額

市 場 事 業 収 益

区                   分

予 算 額
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 卸　売　市　場　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円
△

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

円
うち仮受消費税

△ 及び地方消費税
円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

による繰越額

備　　　  　考
小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

予 算 額 地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額

る繰越額　　　

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

決　　　算　　　額
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(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

(注)　 1.　資本的収入額 5,371,230,000円が資本的支出額 5,498,401,381円に対し不足する額 127,171,381円は、　

　　　 2.  資本的収入額及び資本的支出額には、企業債の借替額 639,000,000円を含まない。

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

資 本 的 収 入

企 業 債

出 資 金

区                   分

予 算 額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

よる繰越額

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出
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(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

(注)　 1.　資本的収入額 5,371,230,000円が資本的支出額 5,498,401,381円に対し不足する額 127,171,381円は、　

　　　 2.  資本的収入額及び資本的支出額には、企業債の借替額 639,000,000円を含まない。

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

資 本 的 収 入

企 業 債

出 資 金

区                   分

予 算 額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

よる繰越額

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 10,440,674円及び損益勘定留保資金 116,730,707円で補てんした。

予 算 額

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△

△

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額

△

備　　  　考
継続費 地方公営企業法 継続費

逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次 合　　　計

繰越額 よる繰越額 繰越額



30 31

　

会計書類に関する注記

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

減価償却の方法

定額法

主な耐用年数

建物 17～50年

建物付帯設備 ６～18年

先入先出法による原価法

無形固定資産

減価償却の方法

定額法

構築物 ７～60年

機械及び装置 ６～22年

車両運搬具 　　５年

主な耐用年数

上下水道利用権 15～20年

施設利用権 　　20年

ソフトウェア 　　５年

工具、器具及び備品 ５～15年

引当金の計上方法

退職給付引当金

リース資産

減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度

の負担に属する額(12月から３月までの４か月分)を計上している。

なお、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込まれる

額 16,387,174円を除いて算出している。

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

している。

なお、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込まれる

額 267,381,308円を除いて算出している。

賞与引当金
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有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、不納欠損処理をしていない債権のうち、５年経過した債権を回

収不能見込額とみなして算出している。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

貸借対照表

も含む）のうち、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込ま

れる額は、18,603,357,284円である。

ことから、本場及び東部市場の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

報告セグメントごとの営業収益等

当年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

中央卸売市場事業会計は、本場及び東部市場を運営しており、各施設で運営方針等を決定している

事 業 区 分

本 場

東 部 市 場

本場 東部市場 合計

事業の内容

青果物、水産物、つけ物、乾物の流通に関する業務

△

△

△

青果物、水産物、つけ物の流通に関する業務

（単位：円）

特 別 損 失

減 価 償 却 費

他 会 計 繰 入 金

そ の 他 の 項 目

セ グ メ ン ト 負 債

セ グ メ ン ト 資 産

経 常 損 益

営 業 損 益

営 業 費 用

営 業 収 益

△
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１年内
１年超

計

リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた

会計処理によっている。

円

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっている。

リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。

円
円
円

円

その他

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当として 35,753,694円を支給するため、退職給付引当金 24,484,492円を

短期リース債務 円
長期リース債務 円

使用した。

長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

計

円
１年超

計

円１年内


